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事例1 過去の災害を踏まえた建築制限の実施 愛知県名古屋市 

◆概要 

・名古屋市では、「名古屋市臨海部防災区域建築条例」において、伊勢湾台風での浸水範囲につい

て、市街化の経緯・状況を踏まえた４つの区域からなる「臨海部防災区域」を設定している。 

・第１種区域においては木造建築物の建築を禁止し、海岸線・河岸線から 50ｍ以内で市長が指定す

る区域では、住宅、併用住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿その他の居住室を有する建物、病院及び児

童福祉施設等の建築を禁止している。また、第２・４種区域では、垂直避難確保等の観点から、２階

以上への居室設置を義務づけている。 

出典：災害リスク情報の活用と連携によるまちづくりの推進について （防災まちづくり情報マップと防

災都市づくり計画の活用） 国土交通省 H24.3 事例

http://www.mlit.go.jp/crd/city/sigaiti/tobou/anzenanshinmachidukuri.pdf 

■「臨海部防災区域の設定」と建築制限

･区域ごとに建築制限を実施 
･伊勢湾台風の浸水区域をもとに、 

4 つの「臨海部防災区域」を設定 
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事例2 地域危険度調査を踏まえた防火規制制度の導入 東京都北区 

◆概要 

・東京都北区では、東京都地域危険度測定調査の結果から、火災危険度の高い地区として西ヶ原地

区を抽出し、新たな防火規制制度の導入を検討している。 

・また、地域住民等により構成されるまちづくり協議会において、まちの道路や建物の状況を説明し、

地域住民向け広報誌「まちづくり協議会ニュース」にて、災害リスクやその対応施策について広く周

知を図っている。 

 

 

出典：災害リスク情報の活用と連携によるまちづくりの推進について （防災まちづくり情報マップと防

災都市づくり計画の活用） 国土交通省 H24.3 事例 

http://www.mlit.go.jp/crd/city/sigaiti/tobou/anzenanshinmachidukuri.pdf 

■西ヶ原地区の火災危険度

(東京都地域危険度判定調査) 

■新たな防火規制の導入

 「西ヶ原まちづくり協議会ニュース」にて、災害リスク情報と対応施策を周知 

火災危険度「5」 
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事例3 新たな防火区域の導入に向けた取組み 東京都渋谷区 

◆概要 

・笹塚一丁目地区では、「安心して快適に住み続けられるまち」を目指して、「燃え広がらないまちづく

り」のために東京都建築安全条例に基づく「新たな防火規制」を導入するため、まちづくりの勉強会

やアンケート等を行いながら導入を検討している。 

・笹塚駅周辺の防火区域外の地域について、新たな防火区域の設定や地区計画と併せた防火区域

の設定を検討している。検討に際しては、説明会の開催やまちづくりニュースの配布等を行いなが

ら、新たな防火規制になった場合の建物の規制内容等について分かりやすく説明している。 

新たな防火規制の内容説明 

・新たな防火規制の導入に際しては、 

地区内アンケートを実施し広く意見を聞いている。 

出典：渋谷区ＨＰ 

http://www.city.shibuya.tokyo.jp/kurashi/machi/sasa1_moehirogaranai.htm 
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事例4 防火街区整備地区の指定による防災性の向上  東京都足立区 

◆概要 

・東京都足立区関原一丁目地区では、昭和 62 年から住環境整備モデル事業（現・住宅市街地総合

整備事業）が開始され、まちづくりの整備を進めている。その後、コミュニティ住宅の建設がひと段落

したことから、平成 14 年から公共施設整備にシフトし、道路拡幅に取組んでいる。 

・しかし、任意事業だけでは、限界があることや、事業終了後の継続性を考慮し、防災街区整備地区

計画を前提とした防災まちづくりルールについて検討している。検討には、足立区の関係部署で防

災街区整備地区計画検討会を設置して、コンサルタントによる合同会議を開催している。 

・当地区は長い間、防災まちづくりが進められており、地区内での火事が多かったことから、地元での

危機感が高まっており、防災街区整備地区計画の導入については、総論として賛成された。 

◆地区計画の概要 

・特定地区防災施設の指定に対して、生活再建ができるよう建ぺい率の緩和（60％→80％）、用途別

容積型地区計画制度による容積率緩和（200％→240％）を行い、インセンティブとした。 

・平成１７年６月の告示後は、地区計画が厳守され、準耐火建築物以上の建物が進み防火街区の形

成が進んだ。また、無接道敷地の重責地区で、防火街区整備事業の検討も行っている。 

関原一丁目地区防災街区整備地区計画の概要 

出典：国土技術政策総合研究所資料 密集市街地の整備のための集団規定の運用ガイドブック 

～まちづくり誘導手法を用いた建替え促進のために～ 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0368pdf/ks0368.pdf 
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事例5 木造住宅耐震化に向けた個別診断等の実施  山梨県 

◆概要 

・山梨県では、木造住宅耐震化に向け、耐震に対する意識の啓発や情報の提供・共有化の強化を図

っている。 

◆取組みの内容 

１．所有者等の費用負担の軽減を図るため木造住宅耐震化支援事業を実施している。 

①耐震診断を無料で実施し、さらに耐震改修設計に対して２０万円を限度に補助

②耐震改修工事に対して６０万円～８０万円を限度に補助

③倒壊による圧死などを回避するため耐震シェルターを設置する場合１８万円～２４万円を限度に

補助

２．建築物耐震化の情報を提供するため、県、市町村、建築士会に無料相談窓口を設置し、地域自

治会などへも積極的に出向いて「建築物防災出張講座」を開催するとともに、戸別訪問による住宅

耐震化の啓発活動を実施している。 

３．木造住宅耐震診断・補強計画マニュアル講習会を開催して、建築物の耐震に関する専門技術者

の養成に努めている。 

４．「住宅・建築物耐震化促進協議会」を設立し、市町村や建築関係団体と一体となって木造住宅耐

震化事業に取組んでいる。 

出典：山梨県ＨＰ 耐震化 

http://www.pref.yamanashi.jp/kurashi/bosai/bosai/taishinka.html 

事例6 住宅の耐震啓発に向けた戸別訪問と空き家調査の実施 東京都日野市 

◆概要 

・日野市では、安心して住める防災・震災に強いまちづ

くりを進めるため、昭和 56年以前の在来軸組木造住宅

全戸を対象に、簡易耐震調査から耐震改修工事助成

制度までの資料配布のため調査員の戸別訪問を実施

している。あわせて空き家調査も実施している。 

◆事業内容 

Ａ：木造住宅簡易耐震調査：無料 

Ｂ：木造住宅耐震診断助成：耐震診断費用の２分の１

を助成（上限５万円） 

Ｃ：木造住宅耐震改修工事助成：耐震改修工事の額

を助成（上限 30 万円） 

※住宅リフォーム助成との併用も可 

Ｄ：住宅リフォーム助成（耐震補強工事）：対象工事に

係る費用の補助対象部分の10分の１を助成（上限

20 万円） 

出典：日野市市報より 

file:///C:/Users/shimadac/Downloads/110715_01.pdf 
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事例7 木造住宅に対する耐震診断支援  徳島県 

◆概要 

・徳島県内の全市町村で、昭和５６年以前（※一部市町村は平成１２年以前）に建てられた木造住宅

の耐震診断事業を実施している。 

・また、「木造住宅耐震診断戸別訪問サポート事業」として全徳島建設労働組合（フレッセ）に委託し、

市町村職員と同行、もしくはフレッセ 2 名体制で戸別訪問を行い、耐震診断の啓発に努めている。 

◆診断の対象となる住宅要件 

・診断の対象となる木造住宅は以下の通りとなっている。（併用住宅、共同住宅、長屋、借家も対象） 

  ・昭和 56 年 5 月 31 日以前（※一部市町村は平成 12 年 5 月 31 日以前）に着工されたもの 

  ・在来軸組工法、伝統構法で建てられたもの（プレファブ、ツーバイフォ－、丸太組工法は除く） 

  ・地上 3 階建てまでのもの 

  ・現在も居住しているもの 

◆費用負担 

・県と市町村から 3 万円の補助があり、自己負担は 3,000 円となっている。 

（ただし、都市によって異なる） 

◆診断結果を踏まえた取組み 

・評価点ごとに応じて、耐震改修を行うための事業、リフォーム支援事業、ローン制度等について紹介

している。 

  ・耐震診断の評点が 0.7 未満となった住宅の耐震改修→徳島県木造住宅耐震改修支援事業 

  ・耐震診断の評点が 1.0 未満となった住宅について簡易な耐震化を行う場合 

    →住まいの安全・安心なリフォーム支援事業 

  ・評点 1.0 未満となった住宅が建て替え等を行う場合 →とくしま耐震建替応援ローン制度 

出典：徳島県ＨＰより 

http://www.pref.tokushima.jp/taishinka/mokuzou-taishin/ 
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事例8 耐震化に向けた支援 山梨県 

◆概要 

・山梨県では、昭和 56 年 5 月以前に着工された木造住宅について無料の耐震診断を実施しており、

耐震診断の結果「耐震性なし」と診断された木造住宅を対象に耐震化のために 4つの補助事業を実

施している。 

◆耐震診断の実施：耐震診断支援事業 

・費用は無料 

・耐震性なしと診断された場合、建築士が次のことを説明する。 

→耐震診断の内容と結果、耐震改修工事の方法、改修費用、工事が実施できる業者の紹介 

◆耐震性なしと診断された住宅を対象とした事業：木造住宅耐震化支援事業 

出典：山梨県ＨＰ 耐震改修事業概要 

http://www.pref.yamanashi.jp/kenchikujutaku/01256243493.html 
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事例9 耐震診断士育成に向けた講習会の開催 (一社)山梨県建築士事務所協会 

◆概要 

・山梨県建築士事務所協会では、毎年、木造住宅耐震診断・補強計画マニュアル講習会等を開催

し、木造住宅耐震診断士の育成に努めている。 

・講習の内容は、（一財）日本建築防災協会発行・木造住宅の耐震診断と補強方法及び山梨県木造

住宅耐震診断・補強計画マニュアルに即して行われている。 

・建築技術者として、事業の円滑な執行への協力と県内における地震防災対策の普及、啓発を図る

ためにも、多数の方の講習会への参加を募集している。 

出典：一般社団法人  山梨県建築士事務所協会 HP より 

http://www.ykjimusyo.org/ 

事例10  木造住宅の耐震自己診断の紹介 （一財）日本建築防災協会 

◆概要 

・「誰でもできるわが家の耐震診断」は、木造住宅の耐震診断・耐

震改修を推進するため、一般の住宅の所有者、居住者が簡単に

扱える診断法として作成されている。 

・住宅の所有者等が、自ら診断することにより、耐震に関する意識

の向上・耐震知識の習得ができるように配慮されており、技術者

による専門的な診断へ繋げられるように作成されている。また、イ

ンターネットで行う自己診断も紹介されている。 

◆耐震診断と補強方法 

・問診 1 から 10 の合計点に応じて判定・今後の対策を表示している。 

・木造住宅の補強方法についても紹介している。 

出典：（一財）日本建築防災協会 

http://www.kenchiku-bosai.or.jp/seismic/kodate/wooden_wagaya.html 
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事例11 住宅の耐震補強技術の紹介 （一財）日本建築防災協会 

◆概要 

・（一財）日本建築防災協会が実施している住宅等防災

技術評価制度において、評価された技術を冊子にま

とめて紹介している。 

・32の技術・工法ごとに、技術の概要・仕様・性能・

技術メリット・適用範囲・注意事項や取扱い企業の

連絡先が記載されている。 

◆耐震補強技術の紹介（例） 

出典：（一財）日本建築防災協会 

http://www.kenchiku-bosai.or.jp/seismic/kodate/wooden.html 
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事例12 土地区画整理事業による敷地再編と住宅再建 高知県高知市 

◆概要 

・当地区は、市街地中心部に近い位置にあり、昭和 30 年代から 40 年代にかけて民間の宅地開発に

より形成された地区で、一部良好な住環境を形成しているところもあるが、大半は規模の小さい木造

住宅が密集し、道路整備も十分でないため、車のすれ違いや歩行者の安全な歩行に支障をきたし

ている。都市基盤が未整備なままに市街化してきた地区であり、生活環境面で多くの問題点をかか

えている。 

・そこで、高知市潮江西部地区においては、密集した住宅地の再編成による良好な住環境の整備と

災害に強いまちづくりを目指して、土地区画整理事業と密集住宅市街地整備促進事業を合併施行

している。 

◆事業の主な内容 

出典：まちづくりの事例と手法について（高知市 HP） 

http://www.city.kochi.kochi.jp/uploaded/attachment/2820.pdf 

事業の名称 潮江西部土地区画整理事業

施行面積 13.3ha

施行期間 平成8年6月から平成27年3月まで

総事業費 118億円

減歩率 16.10%

主な事業内容

・都市計画道路の整備
・区画道路の整備
・歩行者・自転車道路の整備
・公園（3ヶ所）の整備
・宅地の整形化とそれに伴う建物移転

事業の名称 潮江西部密集住宅市街地整備促進事業

施行面積 16.34ｈa

施行期間 平成8年3月から平成21年度まで

総事業費 108億3000万円

主な事業内容

・コミュニティ住宅（3棟）の建設
・公園（2ヶ所）の整備
・集会所（5ヶ所）の建設
・コミュニティ通路の整備
・ポケットパークの整備
・老朽住宅の解消
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事例13 土地区画整理事業と密集事業による一体的な街並みの形成 大阪府門真市 

◆概要 

・門真市北部地区の重点地区である石原東・幸福北地区（約１ha）では、居住者の共同事業組合が土

地区画整理事業の実施にあせて共同・協調建替えを行い、街区の一体的な街並み形成と住宅再

生を進めている。 

・住宅市街地総合整備事業と土地区画整理事業との合併施行を行うことで、換地手法により土地の

集約の簡素化等ができ、両手法を効率良く採り入れ、事業を円滑に進めることができている。 

・道路、公園、下水道の整備、及び老朽建築物等の除却後は、地区全体建物のデザインを統一する

等、良質な住宅への建替えを行い、美しい街並みが形成されている。また、公園には耐震性貯水槽

を設置し、防災面の向上を図っている。 

・地権者の共同事業組合と市が事業協定を締結し、組合が建物占有者の移転や除却を実施してい

る。 

出典：安心まちづくりガイドブック ・第 22 回住宅市街地整備推進協議会 全国会議 資料より 

http://www.jushikyo.jp/pdf/zenkoku2012/07.pdf 
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